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おわりに

は　じ　め　に

　従来，米国の IT サービスのオフショアリング先として，主にインド，中国などアジア諸国

が注目されてきた。他方で，マキラドーラなどに代表される製造業部門において米国と密接な

分業関係を築いてきたメキシコは，IT サービスの有力なオフショアリング先として見なされ

てこなかった（Freund [2008]）。

　しかしながら，最近になってその見方が変わりつつある。例えば，IT サービスおよび BPO

（Business Process Outsourcing）のオフショアリングに関する情報誌である Global Services 誌

の 2008 年のランキングに，メキシコから 3 つの都市がオフショアリングを行う企業に適した

立地先として世界で第 50 位内に入った（Avinash Vashistha and Khan [2008]）。また『知識経済

化への過渡期にあるメキシコ』と題する世界銀行の報告書は，メキシコの産業構造が単純な組

立加工や製造から，さらに進んだ高付加価値分野へ高度化することを展望し，現在の到達点と

今後の課題を検討している（Kuznetsov and Dahlman [2008]）。このようにメキシコの産業構造

が高度なサービス産業へシフトすること，およびその知識経済化はグローバル企業および国際

機関でも注目されるようになっている。

　本稿では，米国のサービス部門の国際分業，いわゆるオフショアリングの中で，メキシコ・

IT サービス産業が占める位置を検討する。当該分野では，製造業部門とは逆に，late comer

としてのメキシコが，先発者であるインド等との米国市場を巡る競争に食い込めるのかが問わ

れる。そのためにメキシコはニアショアリングと言われる IT サービスのビジネスモデルを打

ち出している。これは IT サービスの最大消費地である米国との「近接性」というメキシコの

 1）本稿の執筆に当って，国際貿易投資研究所，同研究所で発足した米墨間国際分業研究会のメンバーとゲス

トスピーカーの各位，そしてアメリカとメキシコにおけるインタビュー調査で JETRO および現地関係諸機

関の皆様から大変有益な御示唆と御協力をいただいた。ここに記して感謝の意を述べたい。もちろんありう

る本稿の誤りは筆者に帰するものである。
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立地特殊的優位性（Location-Specific Advantages）（Dunning [1981]）を活かすことで，インドを

典型とした遠隔地から IT サービスを提供するオフショアリングのビジネスモデルに対抗する

ことを企図したものである。

　本稿では，ニアショアリングによって提起された「近接性」という IT サービス産業にとっ

ての立地特殊的優位性について検討し，競争相手との対比を交えながら，米国の IT サービス

のオフショアリングにおいてメキシコが占める位置，そして同国の IT サービス産業の今後の

課題を明らかにする。

　本稿の構成は以下の通りである。第 1 に，本稿で用いるオフショアリング，IT サービス貿

易，ニアショアリングの概念整理を行う。第 2 に，米国商務省の統計を基に，米国の IT サー

ビスのオフショアリングの全体像を概観する。第 3 に，昨年末，米国とメキシコで行ったイ

ンタビュー調査を基に，それを統計，インターネットからの情報，関連研究によって補完する

ことで，IT サービス産業にとってのメキシコの立地特殊的優位性，とりわけ米国との地理的，

時間的近接性について考察し，今後の発展のための課題を検討する。最後に，本稿の主要な結

論と今後の研究課題について整理し，結びとする。

1．概念整理：オフショアリング，IT サービス貿易，ニアショアリング

　まずオフショアリングの概念を検討する。GAO（U. S. General Accountability Office：米国説明

責任院）
2)
によると，一般的にオフショアリングとは，従来，国内企業（政府機関を含む場合もある）

が社内で行っていたか，国内の他企業から購入していたサービス業務を在外調達（海外からの

輸入）に転換することを指す
3)
。表 1 は，オフショアリングとアウトソーシングを，サービス

業務が行われる「場所（国内か外国か）」とその業務の「担い手（企業内か非関連企業か）」によっ

 2）2004 年に U.S. General Accounting Office（米国会計検査院）から改名。なおオフショアリングに関連す

る内容を記述するに当って，井出 [2006]；田村 [2007]；中本・田村 [2006] も参照した。

 3）USGAO[2004], p.2。ただし，国内のサービス需要の拡大に伴って，海外からの調達を増加させた場合など，

サービス輸入または広義のオフショアリングの拡大によって必ずしも国内生産や雇用が海外に代替されるわ

けではない。USGAO [2004], pp. 55-57.

60

表1　オフショアリングとアウトソーシングの分類

国　　　内 外国（オフショアリング）

企業内 ①国内企業内生産

例：米国企業が国内の自社でサー

ビスを生産する。

②企業内在外調達　

例：米国企業が在外子会社からサービスを購

入する。キャプティブ・オフショアリン

グ

外注

（アウトソーシング）

③国内アウトソーシング　

例：米国企業が国内の非関連企業

からサービスを購入する。

④オフショア・アウトソーシング　

例：米国企業が外国の非関連企業（地場企業

または他の多国籍企業の在外子会社）か

らサービスを購入する。

出所）USGAO [2004], p. 58, Figure 14；UNCTAD [2004], p. 148, Table Ⅳ .1. を基に作成。
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て分類している。同表中でオフショアリングに該当するのは網掛け部分の②と④である。両者

に共通して言えることは，サービス業務の提供が海外から行われることである。これに対して

アウトソーシングとは企業内の分業に代えて市場を通じた独立企業間の分業に転換することを

意味している。つまり，オフショアリングには国内からのアウトソーシングは含まれず，海外

からのアウトソーシングだけが含まれる。

　このようなオフショアリングが可能となった背景には，近年の ICT（Information and 

Communication Technologies：情報・通信技術）の急速な発展がある。インターネット等の ICT

の発展によって，電子化された大量の情報を速く安価に送信することが可能となった。その結

果，情報取引を主たる内容とするサービス業務において，サービスの生産と消費を空間的にも

時間的にも乖離させることが可能になった。いわゆるサービス業務の貿易が飛躍的に拡大する

「貿易可能化革命（Tradability Revolution）」（UNCTAD [2004], pp. 148-149）と言われる事態が生

じたのである。

　次に，オフショアリングの中でも，本稿で取り扱う IT サービスの定義を明らかにしたい。

UNCTAD（United Nations Conference on Trade and Development，国連貿易開発会議）は，オフショ

アリングによるサービス業務を，コールセンター・サービス，バックオフィス・サービス，IT サー

ビス，地域本部の 4 つに大別している。IT サービスの内容としては，ソフトウエア開発，ア

プリケーションのテスト，コンテンツ開発，エンジニアリング・設計，プログラムの最適化が

例示されている（UNCTAD[2004], p. 159）。

　米国商務省は，IT サービス貿易をまず大きくコンピュータ関連サービス（Computer-Related 

Services）と遠距離通信サービス（Telecommunications Services）に分けている（図 1 参照）。さ

らにコンピュータ関連サービスを，「コンピュータ・データ処理サービス（Computer and Data 

Processing Services）」
4)
，「データベース・その他情報サービス（Database and other Information 

Services）」
5)
，「汎用コンピュータソフトウエアのロイヤルティとライセンス料（Software 

Royalties and License Fees of General Use Computer Software）」
6)
の 3 つに分類している（U. S. 

Department of Commerce, ESA [2002], pp. 52-55）。今回は，本稿の執筆に先立って行われた現地

調査の対象となった分野が，コンピュータ関連の IT サービス貿易に対応するものであったこ

 4）①データ入力，バッチ・遠隔処理，表形式化，②コンピュータ・システム分析，デザイン，エンジニアリング，

特注プログラミング，③ハードウエアとソフトウエアシステムのインテグレーション，④その他コンピュー

タサービス（共同利用，保守，修理等）。U. S. Department of Commerce, BEA [1998], pp.13-14.

 5）①ビジネス・経済の情報に関するデータベース・サービス（ビジネス・ニュース，株式相場，金融情報サー

ビスを含む），②医療，法律，技術，人口，書誌などの情報に関するデータベース・サービス，③一般的な

ニュース（通信社から配給されるものなど），④その他情報サービス（予約システム，信用調査システム）。U. 
S. Department of Commerce, BEA [1998], p.14.

 6）①汎用ソフトウエアを配信する権利，②電子的に送信された，またはマスターコピーから作られた汎用ソ

フトウエアのコピーまたはその使用権。包装され，物理的に輸送された汎用ソフトウエアは財貿易の統計に

含まれ，ここからは除外される。U. S. Department of Commerce, BEA [1998], p. 64.
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とから，そこに焦点を当て分析を行う。

　次に，ニアショアリングの概念について説明する。オフショアリング拡大の背景として，「貿

易可能化革命」があったことは前述した。これを前提とした場合，IT サービス貿易を考える際，

貿易に伴う輸送費を無視することが可能で，サービスの供給地と消費地の間の距離とは関係な

く，IT サービス産業はそれ以外の立地特殊的優位性――例えば豊富な技術者の存在やオフショ

アリングの経験年数が長い――をもつ国に立地・集積すると考えられる。また逆にサービスの

供給地と消費地との間の時差を利用すること（タイムシェアリング）が，オフショアリングのメ

リットであるとの認識がこれまで強くもたれていた
7)
。

　これに対してニアショアリング（Nearshoring）またはニアショア（Nearshore）は
8)
，IT サー

ビスの消費地との「近接性」が，供給地の立地特殊的優位性になることを強調したビジネスモ

デルである。ニアショアリングに関する幅広い文献渉猟を行ったキャルメルとアボットは
9)
，

ニアショアリングを行う国が，北米，西ヨーロッパ，東アジアという世界経済の三極とそれら

と同じ時間帯の周辺に集中していることを指摘し（図 2），ニアショアリングの概念について次

 7）例えば，T・フリードマンは次のような事例を著書，The World is Flat（邦題『フラット化する世界』）の

中で紹介している。多忙な世界的企業の重役が，インドの専属遠隔重役アシスタントに仕事を依頼すれば，「イ

ンドとは時差があるので，ニューヨークで眠っているあいだにこちらで仕事をして，朝までに戻すことがで

きる」Friedman, Thomas L. [2005], p.31．これは本稿では直接の分析対象としていない BPO の事例である

が，オフショアリング＝時差を利用したビジネスモデルという一般的認識に問題提起を行うという本稿の趣

旨からこの事例を取り上げてみた。

 8）文献，論者によって呼称は異なっている。本稿でも引用・参照元の呼称にしたがって，ニアショアリング

とニアショアの両方を用いているが，それが指し示す内容は同じである。

 9）彼らが渉猟した 1998 年から 2006 年に発表されたニアショアに関する 150 の情報源の多くは，雑誌，販

売促進用の資料，ウエッブ上に掲載されたものであった。これに対して，学術的研究は全体の3%に過ぎなかっ

た。

コンピュータ関連サービス

コンピュータ・データ処理サービス

データベース・その他情報サービス

汎用コンピュータソフトウエアのロイヤルティと
ライセンス料

                
遠距離通信サービス

図 1　米国商務省による IT サービス貿易の定義

　注）コンピュータ関連サービス貿易が本稿での分析対象

出所）U. S. Department of Commerce, ESA [2002], p. 55
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のように定義した。「（ニアショアリングとは）距離または時間帯（またはその両方）が近い外国へ，

より低賃金の国がサービス労働を提供することである。顧客は，地理的，時間的，文化的，言語的，

経済的，政治的，歴史的な結びつきという近接性から得られる便益を期待している。」（Carmel 

and Abbott [2007], p.44）

　それでは米国のニアショアリングとしてのメキシコの立地特殊的優位性とはどのようなもの

であろうか。ニアショア（Near Shore）という用語を商標登録し，米国向け IT サービス輸出に

おいて，メキシコ系企業の中でトップクラスの位置にあるソフテックの白書を参照して，それ

を以下にまとめた（Softtek [2007]；Softtek [2005a]）。

　第 1 に，米国との地理的，時間的近接性である。これによって複雑なプロジェクトの遂行

にとって必要な顧客との共同作業の連携を高めることができる。米国と同じ時間帯にあること

は，チームメンバー間の迅速なコミュニケーションを助ける。例えば，同じ就業時間内に電話

やインスタントメッセージを利用した打ち合わせやリアルタイムでの協力が可能である。これ

に対して 11～12 時間の時差があるインドや中国では，就業時間外の特定の時間に計画的に意

思疎通を図る必要がある。加えて，出張に伴う煩雑さからの解放，face-to-face のフォローアッ

プミーティング，特定のニーズに対応するためのオンサイトへの職員の配置
10)
，緊急事態への

対応などに関して，アジア諸国の中でメキシコに代替する国をみつけるのは困難である。

　第 2 に，文化的近接性（親和性）によってビジネスを円滑に進めやすいことである。これは

地理的近接性によってもたらされる。例えば，メキシコ人は，アメリカ人の生活習慣やコミュ

10）一般的には，メキシコと米国の近接性により，メキシコからの技術者はインドなどアジア諸国からの技術

者と比較して，米国に常駐する必要性が小さいとされている。表 2 と表 3 を参照のこと。

図 2　ニアショアの拠点国と三大クラスター

出所）Carmel and Abbott [2007], p.43 
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ニケーションのとり方に馴染んでいることがあげられる。また NAFTA の下で進む二国間の

経済交流は，異文化間の交流を深め，文化の違いによってコミュニケーションの問題が発生す

ることを最小化するのに役立っている。

　第 3 に，経済的，政治的近接性である。その最も重要な制度的枠組みは，NAFTA（North 

American Free Trade Agreement, 北米自由貿易協定）であり，北米諸国間の貿易に確実性を与え

ている。例えば，NAFTA の場合，知的所有権保護と紛争処理手続きの制度が整備されている。

これに対して，域外諸国との間で知的所有権の問題や通商紛争が生じた場合，その法的解決に

は長い時間と高い費用を必要とすることが予想され，不確実性が伴う
11)
。また NAFTA によっ

11）この議論については，WTO における同様の制度およびその運用実態との比較による検証が必要であると

考えられる。本稿では，主たる検討課題から外れるため，深く立ち入らないことにする。

表 2　オフショアのデメリット，ニアショアのメリット

オフショアのデメリット

法的リスク 経営管理
オフショアの

否定的なイメージ

懸
念
事
項

ｂ知的所有権の保護の欠如
ｂ情報保護のリスク
ｂ紛争処理手続きの煩雑さ
ｂ米国ビザ（H-1B）の発給枠の制
　限

ｂ時間帯の違い
ｂ米国出張に伴う煩雑さと高い費

用
ｂ通信インフラの利用料金の高さ
ｂ高い離職率

・雇用流出

ニアショアのメリット

法的リスク 経営管理
ニアショアの

肯定的なイメージ

N
A
F
T
A

ｂ紛争処理手続き制度の整備
ｂ米国ビザ（H-1B）の発給枠

の制限に縛られず，米国ビザ
（TN）の発給が受けられる。

ｂ法的手続きに伴う時間と費用の
節約

ｂ技術者の移動が容易
ｂ NAFTA の一時輸入制度

ｂ北米地域の強化
ｂ商業取引の増加
ｂメキシコからのサービスの購入

の増加が，米国製サービスと製
品を大量に輸入するメキシコ
の購買力を高める。

近
接
性

ｂアジア諸国と比較してオンサ
イトに配置する技術者を少な
くすることが可能。

ｂ緊急事態への対応がより容易
にかつ効率的に行える。

ｂ日常的な連絡が容易になる。
ｂオンサイトとオフサイトとの協

業の可能性を開く。
ｂプロジェクトリスクの最小化
ｂ良好な意思疎通が技術者の離職

率の低さにつながる。
ｂ日々の業務と出張の効率性を高

める。

ｂニアショアモデルは，潜在能力
を強化する。

出所）Softtek [2005a] より作成。

表 3　ニアショアとオフショアの人員配置，時間帯，距離の比較

インド メキシコ

オンサイト人員の比率
オフサイト人員の比率

時間帯の違い
オンサイトへの移動時間

40%
60%

10 ～ 11 時間
25 時間

20%
80%

0 時間（米国中部標準時間帯）
1 ～ 5 時間

出所）Softtek [2005a] より作成。
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て，メキシコ国籍の技術者は TN ビザの発給を受けることができ，H-1B ビザの発給枠の制約

を受けずに済む
12)
。

　このように IT サービスのオフショアリングにとって，これまであまり注目されてきたとは

言えない「近接性」の重要性をニアショアリングのビジネスモデルは明確に打ち出している。

キャルメルとアボットは，IT サービスの供給において「立地や地理的差異は，これからもそ

の役割を果たすであろう。このことは距離や近接性というものが消えないことを示唆している。

逆に，ある条件の下で，距離は未だに意味を持ち続けている。」（Carmel and Abbott [2007], p.46）

と述べている。彼らが言うように，ニアショアリングは，ITサービス貿易における「距離の消滅」

（Cairncross [1997]）の認識を再考し，「距離の脅威」（Ghemawat [2001]）
13)

がもつ意味を探る好

材料を提供していると考えられる。

　しかしながら，現状では，ニアショアリングに焦点を当てた学術的研究は極めて数が限られ

ている。前述のキャルメルとアボットの研究は，ニアショアリングに関する広範な文献渉猟に

よって，ニアショアリングの一般的特徴を概念化したものであるが，ニアショアリングの具体

的な実態を分析したものではない。

　ニアショアリングの実態を分析した研究としては，Abbott and Jones [2003] があげられる。

同研究は，カリブ海諸国のバルバドスとジャマイカのソフトウエア産業を事例に取り上げたも

のである。この研究はニアショアを切り口にして，IT サービスの実態に迫る希少な研究の 1

つである。他方で，その限界は，彼ら自身も認めているように，研究対象として取り上げた国

や企業の規模（従業員 100 人前後）があまりに小さく，世界的なソフトウエア産業全体に与える

影響力が極めて限られていることである。

　ニアショアリングに焦点を絞った研究とは必ずしも言えないが，Mullan, Kenney and 

Dossani [2008] は，メキシコとインドを対比させながら，メキシコの ITAS（Information 

Technology, Administrative and technical Services）の優位性と今後の課題を検討した興味深い研

究である。以下，本稿では，同研究の成果も参考にしながら，次の点から独自の分析を行う。

第 1 に，最近利用可能になった企業内貿易を含む世界各国からの米国 IT サービス輸入の統計

を分析し，その特徴を抽出すると共に，米国 IT サービス輸入全体に占めるメキシコの位置を

確認する。第2に，昨年末，米国とメキシコで実施したインタビュー調査を基に，米国のニアショ

アリングとしてのメキシコの IT サービスの立地特殊的優位性とその課題を探る。

12）TN ビザは，NAFTA 加盟国の国籍をもち，かつ専門的職種に就いている者が，米国において一時的な労

働を行う目的で入国する際に発給されるビザである。Hufbauer and Schott [2005], p. 112. 

13）太田 [2008]，208-211 ページを参照。
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2．米国の IT サービス・オフショアリングの概観

　ここでは，米国商務省の統計を用いて，近年の米国 IT サービス輸入の特徴とその中でのメ

キシコの位置を明らかにしたい。

　米国の貿易統計上，前述した IT サービス貿易は，サービス貿易の「その他民間サービス」

および「ロイヤルティとライセンス料」に計上される。さらにそれぞれの項目の中からコン

ピュータ関連の IT サービス貿易に対応した項目は次の通りである。「その他民間サービス」

に関しては，同項目中の小項目である「ビジネス，専門，技術サービス」，さらにその小項目

に当る「コンピュータ・情報サービス」である
14)
。「ロイヤルティとライセンス料」については，

同項目中の「汎用コンピュータソフトウエア（以下では ｢ ソフトウエアのロイヤルティとライセン

ス料 ｣と表記）が，コンピュータ関連の IT サービスに対応している
15)
。

　なお 2008 年に公表されたデータから，「その他民間サービス」，「ビジネス，専門，技術サー

ビス」，「ロイヤルティとライセンス料」について，国別の金額に企業内貿易の金額が含まれ

るようになった（Koncz and Flatness [2008], p. 34）。2007 年までは，全世界の合計金額にのみ，

14）さらにその小項目は，前述した「コンピュータ・データ処理サービス」，「データベース・その他情報サービス」

の２つである。

15）ロイヤルティとライセンス料は，それ自体サービスではない。ここでは汎用コンピュータソフトウエアに

体化された知的財産の使用権の国際取引の対価のことを指している。中本 [2008]，103 ページ。

サービス貿易

その他民間サービス

ロイヤルティとライセンス料

ビジネス，専門，技術サービス

コンピュータ・情報サービス

汎用コンピュータソフトウエア（ソフトウエアの
ロイヤルティとライセンス料）

　　　　　図 3　米国サービス貿易の統計項目とコンピュータ関連の IT サービス貿易との対応関係

注） a) 米国サービス貿易統計の中から，本稿での関係箇所のみを抜粋して作成。

    b) 太字下線部分が本稿での分析対象

出所）Koncz and Flatness [2008] を基に作成。



67IT サービス産業にとってのメキシコの立地特殊的優位性（田島）

企業内貿易の金額が含まれたデータが公表されていた。言い換えれば，国別の金額には独立企

業間貿易の金額のみが計上されていたのである。

　全世界の合計金額を基に計算した結果，上記の項目において輸出入とも企業内貿易の比率が

非常に高いことは知られている（中本 [2008]，102-103 ページ）。ただし国別の金額については，

企業内貿易と独立企業間貿易の合計値しか発表されていないので，その比率を直接知ることは

できない。しかしながら，独立企業間貿易の金額だけが計上されていた 2005 年の金額と，企

業内貿易の金額がそれに加えられ，貿易額全体が計上されるようになった 2006 年の金額を比

較してみれば，やはり企業内貿易の占める比率が非常に高いことが伺える。なぜなら，2005 年

の金額と 2006 年の金額を比較すれば，多くの国で桁違いにその額が急増しているからである。

　例えば，オフショアリングで世界に名を馳せたインドからの米国の IT サービス輸入額は，

2005 年に 4 億 4,100 万ドルであったのに対して，2006 年にその額は 27 億 9,900 万ドルへと

6 倍以上の増加を見せている（表 4 参照）。そしてカナダを例外として，同じ傾向が他の国にお

いても見られる。

　前述したコンピュータ関連の IT サービス 3 項目の中で（図 1，図 2 参照），企業内貿易の比

率が高く，かつ金額が大きいのはコンピュータ・データ処理サービスとソフトウエアのロイヤ

ルティとライセンス料の項目である。他方で，コンピュータ・データ処理サービスについては

米国親会社から在外子会社への支払いの金額が大きく，ソフトウエアのロイヤルティとライセ

ンス料については在米子会社から外国親会社への支払いの金額が大きいという特徴がある。

　このことから，コンピュータ・データ処理サービスについては，米国多国籍企業が直接投資

を行い，同サービスの企業内在外調達（キャプティブ・オフショアリング）を進めている姿が浮

き彫りになる。それを非関連企業（調達先の地場企業および他の米国多国籍企業の在外子会社）から

のオフショア・アウトソーシングが補完する形になっている。逆に，ソフトウエアのロイヤル

ティとライセンス料の数値からは，非米国多国籍企業の在米子会社が汎用コンピュータソフト

ウエアについて，本国から調達をしていることが看取できる。これらのことを，オフショアリ

ングの定義（国内企業が，従来，国内から調達していたサービス業務を海外からの調達に転換していく

こと）と照らし合わせてみると，IT サービスの中でオフショアリングが最も大規模に行われて

いるのが，コンピュータ・データ処理サービスの項目であると言える。

　次にコンピュータ・データ処理サービスの動向について，先進国から，または先進国以外（途

上国・中進国・新興国）からの調達かという観点に，オフショアリング国から，またはニアショ

アリング国からの調達かという観点を交えて分析する
16)
。2006 年から 2007 年にかけて，先

16）ここでの先進国とは 2009 年 8 月時点の OECD 加盟国のことを指している。またニアショアリング国は，

表４のカナダおよびラテンアメリカとその他西半球に含まれる諸国である。それ以外の諸国をオフショアリ

ング国と見なした。メキシコは OECD 加盟国であるが，ここでは便宜的にメキシコを先進国以外のニアショ

アリング諸国の中に含めている。
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表 4　米国のコンピュータ関連の ITサービス輸入

2005 2006

合計

コンピュータ・情報サービス ソフトウ
エアのロ
イヤルテ
ィとライ
センス料

合計

コンピュータ・情報サービス ソフトウ
エアのロ
イヤルテ
ィとライ
センス料

合計

コンピュ
ータ・デ
ータ処理
サービス

データベ
ース・そ
の他情報
サービス

合計

コンピュ
ータ・デ
ータ処理
サービス

データベ
ース・そ
の他情報
サービス

合計 n.a. 10,596 n.a. n.a. n.a. 16,655 13,604 13,085 519 3,051
独立企業間貿易 3,002 2,349 2,000 349 653 3,757 3,006 2,707 299 751
企業内貿易 n.a. 8,247 n.a. n.a. n.a. 12,898 10,598 10,378 220 2,300
米国親会社から在外子会社への支払い n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. 7,983 7,847 7,762 85 136
在米子会社から外国親会社への支払い n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. 4,915 2,751 2,616 135 2,164
カナダ 1,410 1,383 1,360 23 27 2,384 2,137 2,077 60 247
ヨーロッパ 969 403 159 243 566 8,708 6,389 6,076 313 2,319
  ベルギー・ルクセンブルグ n.a. 12 10 1 (D) 142 127 122 5 15
  フランス n.a. 66 9 56 (D) 1,111 590 531 59 521
  ドイツ 93 71 34 37 22 n.a. 1,218 1,183 35 (D)
  アイルランド n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. 187 185 2 (D)
  イタリア 11 10 8 2 1 n.a. (D) (D) 2 4
  オランダ n.a. 30 8 22 (D) 652 634 604 30 18
  ノルウェー n.a. 1 1 (*) (D) n.a. 27 26 2 (D)
  スペイン 52 50 4 46 2 292 289 234 55 3
  スウェーデン 5 2 1 1 3 190 164 159 5 26
  スイス n.a. 28 10 18 (D) 356 225 209 15 131
  イギリス 152 104 50 55 48 2,370 2,273 2,200 73 97
  その他 n.a. 28 23 5 (D) n.a. (D) (D) 31 59
ラテンアメリカとその他西半球 25 22 17 5 3 572 489 484 5 83
  南米・中米 21 18 13 5 3 n.a. 432 428 4 (D)
    アルゼンチン n.a. 3 (*) 3 (*) n.a. 24 24 (*) (*)
    ブラジル 8 5 4 (*) 3 n.a. 245 245 1 (*)
    チリ n.a. (*) (*) (*) (*) n.a. 7 7 (*) (*)
    メキシコ n.a. 6 6 1 (*) n.a. 126 123 3 (D)
    ベネズエラ n.a. 2 2 (*) (*) n.a. 8 8 0 (*)
    その他 n.a. 1 1 1 (*) n.a. 21 21 (*) (*)
  その他西半球 n.a. 4 4 1 (*) n.a. 57 55 1 (D)
    バミューダ n.a. 1 1 (*) (*) 4 3 3 (*) 1
    その他 n.a. 3 2 1 (*) n.a. 54 53 1 (D)
アフリカ 6 3 1 2 3 n.a. (D) (D) 4 1
  南アフリカ 1 1 (*) 1 0 n.a. (D) (D) (*) (*)
  その他 5 2 1 1 3 n.a. (D) (D) 4 1
中東 31 14 8 5 17 n.a. (D) (D) 1 (D)
　イスラエル 13 5 4 1 8 n.a. (D) (D) 1 (D)
　サウジアラビア n.a. 3 (*) 3 (*) n.a. 2 2 0 (*)
　その他 15 6 4 1 9 n.a. 1 1 (*) (D)
アジアと太平洋州 562 525 455 70 37 n.a. 4,256 4,119 137 (D)
　オーストラリア n.a. 16 (D) (D) (D) 288 262 247 15 26
　中国 n.a. 8 (D) (D) (D) n.a. 246 239 7 (D)
　香港 3 2 1 1 1 48 46 45 1 2
　インド 441 437 418 19 4 2,799 2,787 2,731 56 12
　インドネシア 2 2 2 (*) 0 n.a. 1 1 (*) (*)
　日本 26 23 7 16 3 749 458 440 18 291
　韓国 n.a. 9 (*) 9 (*) 31 30 28 2 1
　マレーシア n.a. (*) (*) (*) (*) 24 23 23 (*) 1
　ニュージーランド n.a. 4 4 (*) (*) 34 30 29 (*) 4
　フィリピン n.a. 14 12 3 (*) n.a. (D) 70 (D) 2
　シンガポール 5 4 (*) 4 1 176 175 170 5 1
　台湾 n.a. 1 (*) 1 (*) 90 88 84 4 2
　タイ n.a. (*) (*) (*) 0 n.a. 4 4 (*) (*)
　その他 3 3 3 1 0 n.a. (D) 6 (D) (D)
国際機関など 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　EU 924 368 145 223 556 8,281 6,111 5,815 296 2,170

注） 　a）2007 年の数値は、暫定値。
　　　b）(D) は、個別企業の情報の発覚を避けるために公表されていない。
　　　c）(*) は同欄のデータが 50 万ドル以下であることを表す。
出所）2006 年および 2007 年のデータについては、Koncz and Anne [2008], p. 45, Table 4.1., p. 55, Table 7.1. 
　　　2005 年のデータについては、U.S. Department of Commerce, BEA [2008], Table 4.20., Table 7.20.
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進国のニアショアリング国であるカナダから 4 億 800 万

ドルの増加，先進国以外のニアショアリング諸国であるラ

テンアメリカとその他西半球から 6,400 万ドルの減少（ブ

ラジルからは 1 億ドルの減少，メキシコからは 2,500 万ドルの増

加）であった。一方で，先進国のオフショアリング諸国で

あるヨーロッパからは 6 億 7,500 万ドルの減少で，これは

イギリスからの 7 億 7,900 万ドルの減少によるところが

大きい。先進国以外のオフショアリング諸国であるアジア

と太平洋諸国（オーストラリア，日本，韓国，ニュージーラン

ドを除く）からは 15 億 9,300 万ドルの増加で，これは 12

億 8,300 万ドル増加したインドからの輸入を筆頭に，中国

（2 億 8,500 万ドル），フィリピン（6,500 万ドル）からの増加

にほぼ照応している。

　以上の結果を見ると，コンピュータ・データ処理サービ

スに関して，先進国以外のオフショアリング国であるイン

ド・中国と，先進国のニアショアリング国であるカナダか

らの輸入増加が目立っている。同期間において，メキシコ

からの輸入は前年比で 18％増加しているが（同項目の世界

全体からの輸入の増加率は 9%），輸入の絶対額は未だ大きな

ものではない。

　最後に，米国のコンピュータ関連の IT サービス輸入全

体におけるメキシコの位置やその輸入構造の特徴を確認す

る。2007 年，コンピュータ・データ処理サービスの項目

におけるメキシコの順位は，金額が公表されている国の中

で第 14 位，ラテンアメリカとその他西半球の中では首位

となった。データベース・その他情報サービスについては，

ノルウェー，スウェーデン，ブラジル，香港，韓国と並ん

で第 23 位，ソフトウエアのロイヤルティとライセンス料

については，ブラジル，バミューダ，インドネシアと並ん

で第 27 位となっている。

　コンピュータ・データ処理サービスに関してより詳しく

見れば，第 1 位はインドの 40 億 800 万ドル，第 2 位はカ

ナダの 24億 8,500万ドル，第 3位はイギリスの 14億 2,100

　　　　　　　　　（単位：100 万ドル）

2007 a)

合計

コンピュータ・情報サービス ソフトウ
エアのロ
イヤルテ
ィとライ
センス料

合計

コンピュ
ータ・デ
ータ処理
サービス

データベ
ース・そ
の他情報
サービス

18,384 14,815 14,201 615 3,569
4,153 3,380 3,031 349 773

14,231 11,435 11,169 266 2,796
8,090 7,736 7,581 154 354
6,141 3,699 3,588 111 2,442
2,893 2,552 2,485 67 341
8,355 5,751 5,401 350 2,604

162 141 137 4 21
1,120 574 562 12 546
2,750 1,317 1,278 38 1,433

510 235 230 6 275
173 168 165 3 5
488 466 436 30 22

33 30 28 2 3
401 396 260 135 5
163 141 139 2 22
351 242 224 19 109

1,596 1,513 1,421 91 83
607 528 519 9 79
549 428 420 8 121
357 352 346 6 5

23 20 19 1 3
138 137 135 2 1
n.a. 7 6 1 (*)
151 150 148 2 1
n.a. 2 2 (*) (*)
n.a. 37 36 (*) (*)
192 76 74 2 116

2 1 1 (*) 1
189 74 72 2 115

76 75 75 (*) 1
n.a. (D) (D) (*) (*)
n.a. (D) (D) (*) 1
170 136 135 2 34
161 129 128 1 32
n.a. 2 2 0 (*)

7 5 4 1 2
6,341 5,873 5,685 188 468

286 267 255 12 19
558 543 524 19 15
n.a. (D) (D) 2 2

4,125 4,070 4,008 62 55
3 2 2 (*) 1

788 439 407 32 349
45 39 37 2 6

n.a. 45 45 (*) (*)
20 18 18 (*) 2

n.a. 177 135 42 (*)
133 118 107 11 15
n.a. (D) (D) 3 2
n.a. 6 6 (*) (*)

12 9 6 3 3
0 0 0 0 0

7,938 5,457 5,128 329 2,481
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万ドル，第 4 ～ 5 位は独仏の順で，第 6 位は中国の 5 億 2,400 万ドル，メキシコは前述のよ

うに第 14 位で 1 億 4800 万ドルであった。そして米国の同項目の輸入総額に占めるメキシコ

からの輸入額の比率は約 1% である。このように現状では，メキシコはオフショアリングおよ

びニアショアリングの先発諸国と比較した場合，大きく水を空けられている。

　またメキシコの同項目の輸入額は，2005 年の 600 万ドルから 2006 年の 1 億 2,300 万ドル

へと 21 倍に急増している。これは前述のとおり，2008 年から，同項目の国別の金額に企業

内貿易の金額が含まれて公表されるようになったことに伴う変化である。つまり米国のメキシ

コからのコンピュータ関連の IT サービス輸入のほとんどは，米国多国籍企業の在墨子会社か

らの企業内輸入（キャプティブ・オフショアリング）であると考えられる
17)
。

　以上の分析をまとめると，米国の IT サービスのオフショアリング輸入全体の伸びを上回っ

て，メキシコから同サービスの輸入は増加しているが，輸入額はオフショアリングおよびニア

ショアリングの先発諸国と比べ小さく，全体から見れば僅かなシェアを占めているに過ぎな

い。これは，財貿易においてメキシコが米国の輸入相手国としてカナダ，中国に次いで第 3 位，

同輸入総額に占めるメキシコからの輸入額の比率が 11％であることを考えると（2007 年の数値

から。Bach [2008], p. 51, Table 2.），IT サービス貿易におけるメキシコの地位は，財貿易でのそ

の地位と比較した場合，未だ低位に留まっている。

3．ニアショアとしてのメキシコの立地特殊的優位性と課題

　前段では，米国のコンピュータ関連の IT サービス輸入の特徴とその中でのメキシコの位置

を確認した。ここではメキシコの IT サービス産業の立地特殊的優位性について，主に米国の

ニアショア（近接性）としての面に焦点を当て検討する。

　それに先立ち，まず，米国のオフショアリング先にとって立地特殊的優位性とは何か，整理

しておきたい。前述のソフテックの白書は，米国企業がオフショアリング先を選定する際，重

視する要素として次のものをあげている。①地政学的リスク，②立地，③政府支援，④通信イ

ンフラの整備，⑤ IT 専門家の利用可能性，⑥ IT 専門家の競争力，⑦英語能力，⑧文化的親和性，

⑨コストダウン効果，⑩法制度（NAFTA など自由貿易協定を含む）（Softtek[2005a]）。

　これに対して，インドのオフショアリングを分析した田中 [2008] によれば，米国企業がイ

ンドを活用する上で，その強みとしてあげているのが次の要素である。①労働コスト，②豊富

な技術系人材の存在，③教育システム，④英語能力，⑤シリコンバレーとのつながり，⑥企業

文化の親和性，⑦プロセス管理技術，⑧政府支援，⑨民間のインフラ開発，⑩法令順守（田中

17）メキシコに進出している IT サービス関連の米国多国籍企業としては，アクセンチュア，EDS, HP，IBM
などである。元々，IT サービスとは異なる業種（製造業など）であるが，企業内に高付加価値工程を残し

ながら，同時にソフトウエアなどの開発コストを下げるためにメキシコに進出した企業として，GM，GE，

Delphi などの企業が挙げられる。Mullan, Kenney and Dossani[2008]，p. 176



71IT サービス産業にとってのメキシコの立地特殊的優位性（田島）

[2008]，18‐26 ページ）。

　このように両者には共通する項目が多いが，メキシコ側が提示した要素には，ニアショアリ

ングの強みである立地，文化的親和性，法制度（NAFTA のことを示唆）を含んでいるのが特徴

的であるのに対して，インド側の強みは，豊富な技術系人材の存在，英語能力，長年にわたる

オフショアリングとその前史から築いてきた米国 IT クラスターとのつながり（それによって培

われた企業文化の親和性）
18)
，プロセス管理技術の高さが特徴的であるように見受けられる。

　ところで立地特殊的優位性は，「自然的資産（Natural Assets）」と「創造された資産（Created 

Assets）」とに分類することができる（米澤〔2008〕，272-273 ページ）。自然的資産とは，天然資

源，非熟練労働力，土地など，有形で自然発生的な要素を指す。これに対し，創造された資産

とは，様々な技術やスキル，高度な人的資源，ソフト，ハード両面のインフラ，質の高い市場

など，自然的資産を人為的に開発することによって形成された有形または無形の要素のことを

指す。

　貿易論の観点から考えると，自然的資産は各国の要素賦存として捉えられる。つまり各国の

経済活動や政策の内容とは独立に，外生的に決定されるものである。それに対して，創造され

た資産は，企業等の経済活動によって，または政府の政策によって内生的に創りだされる優位

性である。IT サービス産業の場合，企業の競争力を決定する基本的要因は，技術と人的資源（お

よびそれらへの投資）であり，それには国全体の教育水準が影響すると共に，サービスの供給量

の増加に伴って企業内に蓄積されていく情報，知識，経験が重要である。したがって，伝統的

な貿易論のように外生的に与えられた条件のみが比較優位を決定するのではなく，技術と人的

資源に対する投資や業務経験の長さという企業活動自体が優位性を創りだしていく。つまり規

模の経済性が働く世界であり，技術と経験を積んだ人的資源の蓄積によって，先発企業は後発

企業に対してサービスの価格，品質，顧客ニーズへの対応において競争力をもつと考えられ

る
19)
。

　以上の分類に基づいて，米国の IT サービスのニアショアとしてのメキシコの立地特殊的優

位性を，自然的資産と創造された資産に分けて考えてみたい。前述したように，ニアショアの

立地特殊的優位性は，第 1 に，地理的，時間的近接性，第 2 に，文化的近接性（親和性），第 3

に，経済的，政治的近接性である。ニアショアの場合，まず地理的，時間的近接性という自然

18）オフショアとの差別化を図るべく概念化されたニアショアではあるが，このようにニアショアの特徴と

された要素の中にオフショアの代表格であると見なされるインドが共有しているものがある。他の例をあ

げれば，インドとイギリスの植民地時代からの歴史的・言語的結びつきが挙げられる。Carmel and Abbott 
[2007]。ここではサービスの供給者と消費者の「近接性」が，ニアショア言説が強調するように，必ずしも

地理的 , 時間的近接性から生み出されるものではないことを指摘するに留め，この点に関する議論を深める

ことは今後の課題としたい。次の研究はその糸口として興味深い題材を提供していると考えられる。Gefen 
and Carmel [2008]；Aubert, Rivard and Templier [2009]

19）ここでは伊藤 [1989] の議論を参考に，IT サービスに関する議論への応用を試みた。
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的資産が土台となり，それを前提に，文化的，経済的，政治的近接性という創造された資産が

立地特殊的優位性として成立すると考えられる。

　他方で，インドは，英語が準公用語であるという自然的資産に加えて，メキシコに先行して

米国のオフショアリング拠点として発展してきた歴史があり，技術，人的資源の蓄積という創

造された資産において優位性をもっていると考えられる。

　以下では，メキシコのニアショアの立地特殊的優位性の大元になっている地理的，時間的近

接性について，筆者が昨年末に行った米国・メキシコにおけるインタビュー調査を基にして，

考察を深めたい
20)
。また上記のインドの立地特殊的優位性の仮説から，インドとメキシコの対

比を試みる。

　メキシコの米国に対する地理的・時間的近接性による立地特殊的優位性については，それを

支持する多くの指摘がインタビュー調査から得られた。オフショアリングされる IT サービス

の中で，とくにニアショアリング向けと考えられる業務内容は，第 1 に，顧客との緊密なコミュ

ニケーションを必要とする特殊なソフトおよびシステム開発である
21)
。第 2 に，米国と同時間

帯にあることを利用した生産支援（Production Support）であり，これをインドから行うことは

難しいと考えられている
22)
。

　米国向けニアショアサービスを提供するために，2003 年にタタ・コンサルタンシー・サー

ビシーズが，2007 年にインフォシスとウイプロが，メキシコに進出した (Mullan, Kenney and 

Dossani [2008]，p. 186)。このような，インドの三大 IT サービス企業の動向からも，米国向け

IT サービスのニアショアリング拠点としてのメキシコの立地特殊的優位性が看取できる
23)
。

　また他の対米ニアショアリング諸国と比較した場合の，メキシコの立地特殊的優位性に関し

て次の指摘がなされた。例えば，カナダの場合，地理的・時間的に米国に近接しており，さら

に米国と言語と文化の面で共通性が高い。他方，賃金コストの面でメキシコに対して不利であ

る。言語と文化の面で米国と共通性があることから，アイルランドを米国のニアショアリング

国として考えることもできるが，同国の時間帯が米国のそれとは異なっていることが，ニアショ

20）同調査について詳しくは，田島 [2009] を参照されたい。訪問先は，以下の通りである。

　＜米国／ワシントン DC ＞　12 月 1 日：ロー・ファーム，ビジネス・コンサルティング・ファーム

　＜メキシコ／モンテレイ＞　12 月 3 日：SEDEC（Secretaría de Desarollo Económico/ ヌエボ・レオン州

経済開発庁），Nuevo León Software Advisory Council，A 社（メキシコ系 IT サービス企業），B 社（メキ

シコ系 IT サービス企業），Monterrey IT Cluster
　＜メキシコ／メキシコシティ＞　12 月 4 日：C 社 （米系 IT サービス企業），JETRO MEXICO，D 社

（アルゼンチン系 IT サービス企業），AMITI（Asociación Mexicana de la Industria de Tecnologías de 
Información/ メキシコ IT 産業協会），経済省 (Secretaría de Economía) 国内商業・デジタルエコノミー局，

E 社（インド系 IT サービス企業）

21）B 社インタビュー調査。

22）E 社インタビュー調査。

23）Monterrey IT Cluster インタビュー調査。
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アリングに有利なサービスを行う上で障害となる
24)
。

　ラテンアメリカ諸国の中では，アルゼンチン，ブラジルなどの名前が挙げられた
25)
。ただし，

アルゼンチンについては，2 ～ 3 年前までコスト面で競争力をもっていたが，現在ではメキシ

コと同じレベルにあること，ブラジルについては，巨大な国内市場をもつがゆえに，海外進出

の遅れが指摘された
26)
。また南米諸国は地形的に東寄りであり，北米大陸は逆に西寄りである

ため，時差が 4 ～ 5 時間生じてしまう。したがって，米国との同時性というニアショアリン

グの優位性を発揮できないという弱みをもっている
27)
。コスタリカの名前を挙げた企業は，技

術者の訓練の面で同国が弱みを抱えていることを指摘した
28)
。

　以上の分析から，米国の地理的，時間的近接性によるメキシコの IT サービスの立地特殊的

優位性について，次のような要約が可能であろう。第 1 に，メキシコは，米国との近接性を

利用することで，IT サービスの中でもとくに非標準的なサービスと
29)
，生産地と消費地の同

時性が求められるサービスの提供に強みを発揮している。第 2 に，メキシコは，米国のニアショ

アリングを行う IT サービス企業の立地選択において，最有力候補地の 1 つとなっている。こ

のようにメキシコは米国との近接性により，緊密な face-to-face のコミュニケーションが比較

的低コストで可能になることから，低賃金を強みにした国と差別化を図ることが，IT サービ

ス業において可能になると考えられる（表 5 参照）。

　他方で，ニアショアリングに適した IT サービスの需要は，IT サービスのオフショアリング

需要全体の 15 ～ 20％に過ぎないとの指摘もあり
30)
，米国のニアショアとしてのメキシコ IT

24）C 社インタビュー調査。

25）ラテンアメリカ諸国におけるオフショアリングについて詳しくは，ECLAC[2009] を参照されたい。

26）D 社インタビュー調査。インタビューに答えた同社副社長は，米国企業に対する IT サービスの供給地と

して，ラテンアメリカ諸国の中でメキシコが最適の位置にあるとの見解を示した。

27）E 社インタビュー調査。

28）C 社インタビュー調査。

29）伊藤 [1989] が指摘しているように，非標準的なサービスの場合，顧客の特殊なニーズを吸収して提供す

ることが重要になる。したがって，メキシコは製造業のみならず，IT サービス業においてもとくにインテグ

ラル（擦り合わせ）型サービスにおいてその優位性を発揮すると考えられる。藤本 [2007]，292-293，297 ペー

ジ；田島 [2007], 176-178 ページ参照。

30）E 社インタビュー調査。

表 5　ニアショアとオフショアの出張費比較

モンテレイ，
メキシコ

バンガロール，
インド

航空運賃（到着地：JFK 空港，２週間前に予約，エコノミー料金） 500 ドル 4,000 ドル

ホテル代（シェラトンとタワーズ，１泊 180 ドル） 720 ドル（時差ぼけ無し） 900 ドル

移動を含む主張に要する日程 4 日 8 日

人件費（時間給 80 ドル×１日 8 時間労働） 640 ドル 1,280 ドル

総費用 1,860 ドル 6,180 ドル

出所）Sofftek [2005b]
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サービス産業の発展は需要面での制約を抱えていると考えられる。

　また，メキシコは人的資源の利用可能性という供給面においても制約を抱えている
31)
。人

的資源に関し，まず量的な観点からメキシコとインドを比較してみたい。メキシコは 2008 年

時点で，約 62 万 5,000 人の IT 専門家を擁している。そしてオフショアリングに適した人的

資源の蓄積において，インド，中国，ロシア，フィリピン，トルコ，タイ，ポーランド，ブ

ラジルに次いで，第 9 番目に位置している（Secretaría de Economía [2008] ; Farrell [2006], pp. 

104-106）。また 121 の大学（大学の総数は 700 以上）が IT 関連のプログラムを開講しており，

同プログラムに在籍している学生数は 40 万人で学生数全体の 11％に相当し，過去 15 年間で

8 倍となった。その結果，毎年，6 万 5,000 人が IT 専門家として大学や専門学校を卒業して

おり，ラテンアメリカ諸国の中でメキシコは，IT 分野において最も多数の人材を世に送り出

すようになった（Mexico IT [2008]）。このように近年のメキシコにおける IT 分野の人材育成に

は注目すべきものがあるが，他方で，インドの場合は，2008 年（推計値）で IT 専門家を 199

万 6,000 人擁している。そして IT 関連の学部・大学院の卒業・修了生は，29 万 4,900 人に上

る（NASSCOM[2008], p. 177）。

　また企業の規模でメキシコ系とインド系を比較した場合，メキシコ系トップクラスのソフ

テックの場合，6,000 人
32)
，インド系トップのタタ・コンサルタンシー・サービシーズの場合，

14 万 3,000 人
33)

とまさに桁違いの差がある。このようにインド系企業は人的資源の蓄積にお

いてメキシコ系企業を圧倒している
34)
。ソフテックはラテンアメリカ出自の企業として最大級

の規模を誇っているが
35)
，同社でさえもインド系トップ企業の数十分の 1 程度の規模である。

さらに欧米系大手 IT サービス企業の規模と比較すれば，その差はさらに際立つ（表 6 参照）。

こうした企業規模の制約から，大手 IT サービス企業が採用しているような，米国のニアショ

アというニッチな市場を超えたグローバルソーシングのビジネスモデル
36)

を確立することは，

それを今後の目標として明確に打ち出しているソフテックでさえも一朝一夕には成就しないこ

とを自ら認めている。

　次に人的資源の質の観点に触れてみたい。比較が難しい問題であるが，メキシコに進出し

たタタ・コンサルタンシー・サービシーズは，メキシコ人技術者がインド人技術者と比較し

31）AMITI および E 社インタビュー調査。

32）従業員数。2008 年 12 月時点のデータ。http://www.softtek.com/en/about_fast_facts.php を参照。2009
年 8 月 26 日にアクセス。

33）IT コンサルタント数。2009 年 8 月 26 日に次の URL を参照した際のデータ。http://www.tcs.com/about/
corp_facts/Pages/default.aspx

34）E 社インタビュー調査。

35）同社の HP から。http://www.softtek.com/en/about_company.php を参照。2009 年 8 月 26 日にアクセス。

36）常時，多国，多言語で IT サービスを提供する“follow-the-sun”モデルが念頭に置かれている（Softtek 
[2007]）。
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て高賃金にもかかわらず，とくに経験の面で劣るという問題に直面しているとの指摘がある

(Mullan, Kenney and Dossani [2008]，p. 187)。また筆者が行ったインタビューの中で，メキシコ

に進出したインド系トップクラスの IT サービス企業のオペレーション責任者は，オフショア

リングに関してインドは既に 20 年程度の経験をもっており，メキシコがインドに追いつくの

はまだ 10 ～ 20 年程度かかるとの見解を示した。

　ここで人的資源という点に関わって，インドとメキシコにおける英語能力の差に関しても言

及しておきたい。インドでは英語が準公用語として浸透しているのに対して，メキシコでは英

語の教育と普及はまだ十分ではないとの指摘がなされている
37)
。北部国境地帯では英語話者の

数が多く，一部の大学や IT サービス企業は英語教育に力を入れている。しかしながらメキシ

コ人技術者は，優れた技術をもちながら，英語能力が不足している場合があり，上級技術者に

相応しい人材を見つけることが困難な場合がある（Mullan, Kenney and Dossani[2008]，p. 193）。

　最後に，以上の分析結果を要約したい。メキシコは米国との地理的，時間的近接性という他

の国が代替困難な，自然的資産に分類される立地特殊的優位性に恵まれている。他方で，人的

資源の蓄積や企業規模の点から，オフショアリング先発者に大きく水を空けられている
38)
。言

い換えれば，オフショアリング市場全体から見ればニッチな市場であるニアショアリングにお

いては有利な立場にあるが，それを超えたグローバルソーシングのビジネスモデルを確立す

るだけの企業規模は実現していない。要するに，メキシコ IT サービス産業の発展には，米国

のニアショアとしての優位性がその要因として働く一方で，同時に需要と供給の両面からニア

37）ビジネス・コンサルティング・ファームへのインタビュー調査。また Moore [2007] も参照。

38）メキシコに進出した大手 IT サービス企業の IBM・グローバル・サービシーズやタタ・コンサルタンシー・

サービシーズも，従業員数で見たメキシコでの企業規模はメキシコ系のトップクラスの企業よりも小さいこ

とが報告されている。Mullan, Kenney and Dossani[2008]，p. 184，187.

表 6　主要な BPO および ITアウトソーシング企業（単位：100万ドル，人）

企　業　名 収　入 従　業　員

IBM・グローバル・サービシーズ（米国） 54,100 190,000
HP・サービシーズ（EDS を含む）（米国） 22,397 210,000（EDS から 140,000）
アクセンチュア（米国） 23,387 186,000
CapGemini（フランス） 12,809 88,000
ACS（米国） 6,160 60,000
タタ・コンサルタンシー・サービシーズ（インド） 5,722 116,000
ウイプロ（インド） 4,933 96,426
インフォシス（インド） 4,176 103,078
Softtek 234 5,825

　注）Softtek 社に関するデータを除いて 2008 年 2 月時点で入手可能であった最新のデータに基づく。

　　　Softtek 社の収入は 2007 年の推計値

出所）Softtek 社以外のデータは ECLAC[2009], p. 101；Softtek 社のデータは

　　　http://www.globalservicesmedia.com/Content/general200801243645.asp
　　　2009 年 2 月 9 日にアクセス
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ショアを超える発展を制約されているのが，現在のメキシコ IT サービス産業の実態である。

　メキシコ IT サービス産業の今後の発展に向けての課題としては，創造された資産に分類さ

れる立地特殊的優位性を高めていくことが求められる。それには前述した多岐にわたる要素が

含まれるが，本稿で考察を深めた技術，人的資源の蓄積という点に絞れば，第 1 に，IT 分野

の教育をさらに高めていくことである。第 2 に，英語教育の強化，第 3 に，IT 企業の技術力

の向上，とくに人的資源の蓄積と研究開発に対する投資の促進が挙げられる
39)
。

お　わ　り　に

　本稿ではメキシコにおけるコンピュータ関連の IT サービス産業の発展要因として，主にニ

アショアリングを取り上げた。ニアショアリングとは，IT サービスの供給先（メキシコの場合，

米国）に対する近接性（地理的，時間的，文化的，経済的，政治的）を活かし，顧客との緊密なコ

ミュニケーションが必要となる特殊なソフトおよびシステム開発へ特化することで，強力なラ

イバルであるインドとの競争を回避し，オフショアリングのニッチな市場においてメキシコの

IT サービス産業の活路を見出すビジネスモデルである
40)
。

　競争相手と比較したメキシコの IT サービス産業の弱みとしては，需要面では，ニアショア

リングに適した IT サービスの需要規模の制約，供給面では，オフショアリング後発国である

こと，人的資源の蓄積，英語能力の不足，またメキシコ系 IT サービス企業が，グローバルソー

シングのビジネスモデルを確立するほどの規模の経済を実現していないことが挙げられる。

　今後の研究課題として次のことが挙げられる。第 1 に，今回取り上げることができなかった

米国のニアショアリング先またはオフショアリング先として求められる他の優位性について，

メキシコの到達段階と課題を検討することである。第 2 に，グローバリゼーション下で距離

や「近接性」が経済活動に与える影響に関して議論を深めることである。言い換えれば，今日

の世界経済において「近接性」という立地特殊的優位性を取り込むことが企業活動にとってど

のような意味をもつのか検討していきたい。

39）これに関連して，メキシコは，PROSOFT  (Programa  de  Desarrollo  del  Sector  de  Servicios  de 
Tecnologías de Información) という政策を打ち出している。詳しくは田島 [2009] を参照されたい。

40）これと同様のことが製造業においても見られる。顧客の厳しい要求に迅速かつ的確に対応することが求め

られる製品については，自動車産業を中心にジャスト・イン・タイム（Just In Time: JIT）のビジネスモデ

ルが用いられ，米国に対するメキシコの近接性が立地特殊的優位性となっている。このような製品の供給に

おいて，メキシコは中国との競争を回避しながら，米国との国際分業において他国が代替困難なユニークな

位置を占めている（Sargent and Matthews [2004]; 田島 [2007]）。つまり，メキシコは，サービス業ではイ

ンドと，製造業では中国と競合しない米国市場のニッチな部分に照準を定めている。
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